




























































































































第 4章

手動車いす使用者の簡易体力測定

4.1 背景

手動車いす使用者の外出行動躊躇要因の一つとして，疲労など体力的な問

題が挙げられている [5]．また，介助者など他者の迷惑になることを理由に外

出を控える歩行補助器具使用者も多いとの報告もある [6]．このような不安感

を解消させるためには，手動車いす使用者が単独であっても確実に移動可能

な経路を提示することが必要である．しかし，手動車いす使用者の体力はそ

れぞれことなり，手動車いす使用者が移動できる経路や範囲も手動車いす使

用者の体力によってことなる．そのため，本章ではその人の体力で目的地ま

で移動できるかを事前に知ることによって，外出時における体力的な問題へ

の不安感を軽減させる一助とすることを目的に，手動車いす使用者が簡単に

自身の手動車いす移動にかかわる体力を測定可能な装置の開発について説明

する．

手動車いす使用者の体力を評価する方法としては，例えば車いすで走行可

能な大型のトレッドミルを利用する方法や [74–78]，手動車いす用の体力測定

装置（エルゴメータ）を利用するもの [79,80]などがある．体力の評価は，酸素

消費量，心拍数，血圧，仕事率，筋電計での上肢筋力測定など様々であるが，

酸素消費量や心拍数測定などの生体計測や，手動車いすで利用可能な大型の

トレッドミルやエルゴメータについても専門のリハビリテーション施設など

でなければ利用できない．そこで，小型かつ安価に製作可能であり，車いす

使用者が単独でも測定が可能な体力測定装置が必要だと考えた．本章では，
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大型の測定装置を必要とせずに，簡易に手動車いす使用者の体力を測定可能

な体力測定装置の開発について述べる．

4.2 体力測定装置の開発

手動車いす使用者の体力を測定するためには，車いすを漕ぐ動作を何度も

行う必要があり，そのためには，車いすを移動させることなくそれを行うこ

とが必要であり，従来の車いす使用者の体力測定装置は，トレッドミルや車

いすエルゴメータが必要であった．また，そのためには，車いすの車輪を回

転させる動作をしても車いすの位置自体は前進しない機構が必要である．本

研究では，より小型の測定装置を作るため，車いすの車輪を回す動作をした

場合に，車輪を回転させずにハンドリムに加えられた力（ハンドリム駆動力）

を測定する方法を考案した．

手動車いす使用者が車いすを推進させる力は，身体各部の筋力に依存し，

また，ハンドリム操作の技術などによってもことなる [81]．手動車いすを移動

させるためには，ハンドリムに対して力を加える必要があるために，これ測

定することによって手動車いす使用者が手動車いすを動かすために発揮でき

る力を知ることができるのではないかと考えた．図 4.1 は手動車いすによっ

て急な縦断勾配路面を走行した際にハンドリム駆動力を測定したデータの

一部である（年齢 22歳，体重 64.8kgの健常男性，約 10.0◦（約 17.6%勾配）の縦

断傾斜路面を走行）．走行時には手動車いすを移動させるためにハンドリム

駆動力を周期的に加え続ける必要があり，より大きなハンドリム駆動力を発

揮できる人ほどより急な縦断勾配を上ることができるものと考えられる．し

たがって，車いす使用者が持続的に発揮できるハンドリム駆動力を測定する

ことで，手動車いす使用者の体力を簡易的ではあるが評価できるものと考え

た．以下，開発する装置を簡易体力測定装置と呼ぶ．

4.2.1 簡易体力測定装置の実装

手動車いすの車輪を回転させることなく，ハンドリムに加えられる力（ハ

ンドリム駆動力）を測定するために，ハンドリムに加えられた力を金属棒を
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図 4.1 縦断勾配走行時のハンドリム駆動力測定例

引っ張る力に変換する機構を考案した．手動車いすのハンドレストの上に金

属棒を置き，金属棒とハンドリムと車輪の接合部が垂直になるようにワイヤ

を繋ぐ．ハンドリムを手動車いすが前方に動くように動かす動作をすると，

ワイヤを介して金属棒が下向きに引っ張られ，車輪が前方に回転しようと

する力は金属棒を僅かに曲げる力に変換される．そして，ワイヤが金属棒を

引っ張る力（ハンドリムに加えられた力）を金属棒の曲り量から測定するこ

とで，手動車いすの車輪を回転させることなくハンドリム駆動力を測定する

ことができる．

手動車いすの簡易体力測定装置の設計を図 4.2 に示す．手動車いすの車輪

とハンドリムの結合部と垂直になるように金属棒とワイヤ接続する．ワイヤ

の長さは手動車いすのハンドレストと車軸間の長さであり，車輪とハンドリ

ムの結合部側には取り外し可能な留め金を取り付ける．金属棒の中央に歪み

ゲージを貼り付け，金属棒を車いすのハンドレストに乗せてハンドリムと繋

ぎ，車いすのハンドリムを回す動作を行うことで，金属棒の両端が引っ張ら

れ，金属棒の歪み量からハンドリム駆動力を測定することができる．金属棒

の歪みは金属棒に貼り付けた歪みゲージの抵抗値の変化を，歪みゲージ両端

の電圧をマイクロコントローラの A/D変換機能によって測定する．測定結果
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図 4.2 体力測定装置の設計

図 4.3 ハンドリム駆動力測定の仕組み

は PC にシリアル通信で送信し記録する．今回の実装で使用した金属棒はア

ルミ角パイプ（1000mm × 20mm × 20mm，厚さ 2mm）を，金属ワイヤは太さ 2mm

のステンレス製ワイヤロープ，ワイヤとハンドリムの留め金はステンレス製

のカラビナを使用した．ワイヤおよびカラビナの最大耐久荷重，およびアル

ミ角パイプをワイヤで引っ張った際に掛る荷重については，十分な強度であ

ることを確認したうえで実装した．使用した電子回路の部品は表 4.1 に示す

ものを使用した．また，実装後の写真を図 4.4に示す．測定する際には，被測

定者が手動車いすに乗った状態で測定装置を取り付け，手動車いすが動かな

いように車いすの前輪を固定した状態で測定する．

この機構を用いることにより，ハンドリムに力を加えても車輪が前進する

ことなく，ハンドリム接線方向に加えられた力（ハンドリム駆動力）を測定
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表 4.1 簡易体力測定装置の主使用部品

部品種類 製品名（製造会社） 個数

歪みゲージ
N11-FA8-120-23

2
(Kyowa Electronic Instruments)

電圧増幅 IC INA101HP （Texas Instruments) 1

電圧コンバータ LTC1144 （Linear Technology) 1

マイクロコントローラ Arduino UNO （Arduino SRL) 1

図 4.4 簡易体力測定装置実装結果

することが可能である．さらに，測定装置を設置するための専用の設備は不

要であり，装置の取り付けも容易に行うことができる．

4.2.2 金属棒歪み量のハンドリム駆動力への変換

ハンドリムに加えられた力を測定するため，金属棒の歪み量をハンドリム

駆動力に変換する近似式を作成した．歪みゲージの出力電圧は，金属棒に負

荷を加えていない状態を 0V となるように校正した．測定装置を車いすに取
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り付けておき，重りを付けたワイヤを滑車を介して地面と水平になるように

車いすのハンドリムに取り付ける．重りは滑車を介して地面と水平にハンド

リムを引っ張るため，重りの重量が車いすのハンドリムに掛る力となる．重

さを 0kg（0N），5kg（49.0N），10kg（98.1N），15kg（147.1N），20kg（196.1N）の重り

でハンドリムを引っ張り，歪みゲージの抵抗値との関係を調べた．歪みゲー

ジの出力電圧と重りの重量の関係を図 4.5に示す．式 4.1に示す近似式によっ

て，金属棒の歪み量をハンドリムに加えられた力に変換することができる．

HandrimForce[N ] = 1.38×StrainGaugeV oltage[mV ] + 3.18 (4.1)

実装した簡易体力測定装置でのハンドリム駆動力の測定例を図 4.6に示す．

測定は図 4.1のデータを測定した健常男性（年齢 22歳，体重 65.8kg）が簡易体

力測定装置でハンドリム駆動力を測定した結果であり，測定時にはなるべく

強い力でハンドリムを操作するように指示した．図 4.1 の縦断勾配走行時と

同じように周期的なハンドリム駆動力が測定できている．

図 4.5 歪みゲージの出力電圧とハンドリム駆動力
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図 4.6 簡易体力測定装置でのハンドリム駆動力測定例

4.3 斜面走行での物理的負担度との比較実験

開発した簡易体力測定装置でのハンドリム駆動力測定結果と，車いす使用

者が実際の坂道を走行する際のハンドリム駆動力や仕事量と関係があるかど

うかを調べる実験を行った．実験では，まず，簡易体力測定装置で実験参加

者の体力測定を行い，つぎに傾斜角度のことなる 4か所の縦断勾配を走行し，

その際のハンドリム駆動力を測定する．簡易体力測定装置での測定では，実

験参加者に次のように指示した．”指示音が鳴った後，1.5秒程度ハンドリム

に力を加え続けてください．その後，1 秒程度休憩してください．この動作

を 100回繰り返します”．ただし，実際に動作を繰り返す回数は 50回とし，こ

れは終了回数を示すことによって終了間際にハンドリムに加える力への影響

が出ることを避けるためである．指示音はラップトップ PCによって鳴らし，

ハンドリム駆動力と指示音を鳴らしたタイミングをラップトップ PCに記録

した．この測定の目的は，ハンドリムに力を加える動作を繰り返し行わせる

ことで，ある程度の疲労状態にあっても発揮できるハンドリム駆動力を調べ

ることである．実験参加者は健常男性 11名（体重 61.5 ± 7.5kg，年齢 22.6 ± 2.2

歳）であり，実験の内容については，書面と口頭で実験参加者に説明し実験の

参加について同意を得たうえで実施した．実験参加者は室内でハンドリム駆
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動力を開発した測定装置によって測定した後に，屋外の縦断勾配を走行し，

その際のハンドリム駆動力と車輪の回転角度を測定できる手動車いすによっ

て測定を行った．屋外での縦断勾配走行時には，2 章で述べた手動車いすで

の勾配走行時の負担度を測定した手動車いすと同じものを使用した．走行し

た縦断勾配は，距離約 15mの傾斜角約 0◦，距離約 19mの傾斜角約 2.1◦，距離約

19mの傾斜角約 2.7◦，距離約 15mの傾斜角約 5.8◦ のアスファルト路面 4か所で

ある．走行は各斜面で 2回ずつ行い，2回の測定結果を平均化した．

4.3.1 実験結果

簡易体力測定装置によって測定したハンドリム駆動力の平均値と最大値を

図 4.7 に示す．図 4.7 のグラフでは，実験参加者の体重が小さい順に左から右

へと示しているが，体重が大きいほどハンドリム駆動力が大きくなる強い傾

向はみられない．そのため，手動車いすを移動させるために必要な力を評価

するためには単位体重あたりのハンドリム駆動力（体重比駆動力）による評

価が適当ではないかと考えた．そこで，体重比駆動力とストローク回数，平

均駆動力，最大駆動力，ストローク平均駆動力，ストローク平均仕事量，距離

平均仕事量，仕事率を算出し，これらと体重比駆動力との相関関係を調べた．

表 4.2 に傾斜角度別の体重比駆動力と前述の比較項目との相関係数（ピアソ

ンの積率相関分析）を示す．平均駆動力と体重比駆動力との相関関係は低い

ものであったが，その他の比較項目と体重比駆動力との相関関係は 0.5 以上

の相関係数（ストローク回数は負の相関）を示すものが多くみられた（傾斜

角度 0◦ でのストローク回数と最大駆動力は 0.5未満）．

つぎに，ストローク回数，平均駆動力，最大駆動力，ストローク平均駆動

力，ストローク平均仕事量，距離平均仕事量，仕事率それぞれを目的変数と

し，傾斜角度と体重比駆動力を説明変数とした重回帰分析を行った．重回帰

分析の結果を表 4.3に示す．体重比駆動力が目的変数に与える影響は，最大駆

動力，ストローク平均駆動力，ストローク平均仕事量，仕事率は 0.6以上の自

由度調整済み決定係数であり，傾斜角度と体重比駆動力による強い説明力が

あることを示している．
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図 4.7 ハンドリム駆動力測定結果

表 4.2 傾斜角度別の体重比駆動力と物理的負担度の相関

傾斜角度 0◦ 2.1◦ 2.7◦ 5.8◦

体重比駆動力 [N]

ストローク回数 -0.47∗∗ -0.78∗∗ -0.85∗∗ -0.69∗∗

平均駆動力 0.23∗ 0.34∗ 0.35∗ 0.36∗

最大駆動力 0.37∗ 0.68∗∗ 0.76∗∗ 0.81∗∗

ストローク平均最大駆動力 0.65∗∗ 0.76∗∗ 0.87∗∗ 0.88∗∗

ストローク平均仕事量 0.77∗∗ 0.84∗∗ 0.90∗∗ 0.74∗∗

距離平均仕事量 0.60∗∗ 0.67∗∗ 0.62∗∗ 0.54∗∗

仕事率 0.62∗∗ 0.77∗∗ 0.72∗∗ 0.72∗∗

∗∗p < 0 .01 ,∗ p < 0 .05 ,† p < 0 .1

4.4 考察

体重比駆動力と物理的負担度の相関関係（表 4.2）から，ストローク回数，最

大駆動力，ストローク平均最大駆動力，ストローク平均仕事量，仕事率につ

いて強い相関関係がみられた．この結果から，体重比駆動力が大きな実験参

加者ほどストローク回数が少なく，１回のストロークでより大きな力をハン

– 62 –



表 4.3 重回帰分析の結果

目的変数 説明変数 標準化 β R2
Adj

ストローク回数
傾斜角度 -0.52∗∗

0.49∗∗
体重比駆動力 0.49∗∗

平均駆動力
傾斜角度 0.92∗∗

0.85∗∗
体重比駆動力 0.12∗

最大駆動力
傾斜角度 0.77∗∗

0.75∗∗
体重比駆動力 0.41∗∗

ストローク平均駆動力
傾斜角度 0.80∗∗

0.84∗∗
体重比駆動力 0.45∗∗

ストローク平均仕事量
傾斜角度 0.77∗∗

0.81∗∗
体重比駆動力 0.47∗∗

距離平均仕事量
傾斜角度 0.95∗∗

0.92∗∗
体重比駆動力 0.16∗∗

仕事率
傾斜角度 0.75∗∗

0.73∗∗
体重比駆動力 0.42∗∗

自由度 43

β：偏回帰係数，R2
Adj：自由度調整済み決定係数

∗∗p < 0 .01 ,∗ p < 0 .05 ,† p < 0 .1

ドリムに加えて走行している傾向があると言える．このことから，簡易体力

測定装置での測定結果によって，縦断勾配走行時にハンドリムへの力の加え

方をある程度説明できるものと考えられる．また，最大駆動力，ストローク

平均最大駆動力，ストローク平均仕事量，仕事率については，2章で述べた傾

斜角度と重量を説明変数とした重回帰分析の結果（2章での測定実験結果）よ

りも高い説明力を示す結果となった．１回のストローク中に加える力やスト

ロークの速さにかかわるものについて，重量（搭乗者の体重含む）のみより

もハンドリム駆動力を考慮した体重比駆動力を説明変数とすることでより高

い説明力を示したことから，簡易体力測定装置での測定結果と縦断勾配路面

走行中のハンドリムへの力の加え方が近いものであると考えられる．
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4.5 まとめ

本章では，手動車いす使用者が歩道を走行するための体力を，簡易に測定

可能とするための測定装置の開発について述べた．車輪を回転させることな

く，ハンドリム接線方向に加えられる力（ハンドリム駆動力）を測定可能な

機構を持った測定装置を考案，開発した．これによって，手動車いすで利用

可能な大きさのトレッドミルやエルゴメータや，広い空間を必要とせずに簡

易に手動車いす使用者のハンドリム駆動力を測定することが可能となった．

本章にて開発した体力測定装置によって測定したハンドリム駆動力と，縦断

勾配路面走行時のハンドリム駆動力について相関関係があることを示した．

この結果から，本章にて開発した簡易な体力測定装置，および体力測定方法

によって手動車いす使用者の移動にかかわる体力を簡易に測定できることを

示した．
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第 5章

手動車いす使用者向け経路探索シス
テム

5.1 背景

手動車いす使用者向けの経路探索は，ダイクストラ法に代表されるネット

ワーク内の最小コストとなる経路を探索する最短経路探索アルゴリズムに

よって実現できる [82]．例えば，Sobek らや Kasemsuppakornらは代表的な最短

経路探索アルゴリズムであるダイクストラ法を採用しており [34–36]，国土交

通省が試験公開しているバリアフリー経路探索においても同様である [40]．

また，GIS アプリケーションである ArcView の経路探索機能においてもダイ

クストラ法が使われており [83]，Matthews らや岡本らなどはこの機能を利用

した経路探索を行っている [32, 33]．このように，手動車いす使用者向けの経

路探索についての先行研究の多くでダイクストラ法による最短経路探索ア

ルゴリズムが採用されている．ダイクストラ法では，ノードとエッジからな

るネットワーク内において，任意の始点から終点を繋ぐエッジの合計コス

トが最小となる経路を探索する．そのため，経路探索に必要となる情報（以

降，経路情報と呼ぶ）を経路探索用ネットワークとして記録することで，ダ

イクストラ法によって経路探索を行うことが可能である．ダイクストラ法に

よる最短経路探索では，各エッジのコストをどう設定するかが重要となる．

例えば，大きな段差を迂回した経路を探索したいのであれば，任意の高さ以

上の段差が存在するエッジのコストを非常に大きな値に設定することで，そ

– 65 –



のエッジを含む経路を除外することができる．この方法は Sobek らや岡本ら

の研究 [33, 34]，バリアフリー経路探索でも使われている [40]．また，Matthews

ら [32]，Kasemsuppakornら [35,36]は各エッジに距離，勾配，段差，通路幅員，路

面の材質，路面の状態など複数のコストを設定し，それぞれのコストに設定

した重みを乗じた値を総合コストとすることで，手動車いすによる移動に最

適な経路を探索する方法を採用している．

このように，車いす使用者のための経路探索を行うにあたり，まず必要と

なるのが，各エッジのコストとなる経路上の手動車いす走行の障害となるも

のの情報（以降，バリア情報と呼ぶ）である．従来の車いす使用者向けの経路

探索についての研究などでは，その殆どが手計測や目視による主観評価によ

る測定を行っており，路面上の僅かな勾配や段差を測定し，経路探索を行う

に足る情報を収集するためには多大な人的コストを必要としていた．また，

道路や歩道の情報は工事や路面の劣化などにより変化するため，同じ場所で

あっても定期的に再測定を行う必要も生じる．このようなことから，実用的

に利用できる車いす使用者向けの経路探索システム実現のためには，バリア

情報を効率的に測定，収集することが必須である．

5.2 目的

本章では，3 章で説明した移動難度を主なコストとした物理的に楽に移動

できる経路を提示できる経路探索システムの開発と，提示した経路の妥当性

についての検証結果について述べる．まず，移動難度を主なコストとした経

路探索を行うために必要となる経路情報を測定するシステムを開発する．ま

た，測定したバリア情報を経路探索に利用可能な形式で記録する作業につい

ても，手作業であれば多くの人的コストを必要とし，入力するデータが増え

るほど誤入力が発生する可能性も高くなる．経路探索を行うためのデータは

膨大なものとなることが予想されるため，測定したバリア情報を経路探索用

ネットワークへ変換する作業についても，自動化によって省力化する必要が

ある．そのため，測定したバリア情報を経路探索に利用可能な形式へと変換

するシステムを開発する．つぎに，ネットワーク構造に変換した経路情報を

用いて，移動難度を主なコストとした手動車いす使用者向けの経路探索シス
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テムの開発を行う．

5.3 路面情報測定・収集システムの開発

手動車いす使用者のための経路探索を行うにあたり，まず必要となるの

が，手動車いす走行の障害となる障害物の情報（以降，バリア情報と呼ぶ）で

あり，実用的に利用できる車いす使用者向けの経路探索システム実現のため

には，バリア情報を効率的に測定，収集することが必須である．手動車いす

使用者向けの経路探索を行うために必要な情報としては，路面の勾配（縦断，

横断），路面の凹凸，路面の状態，段差の高さ，通路の幅員，測定地点の位置

情報が挙げられる．また，前章で述べた移動難度についても，これらの情報

と共に測定する．これに加えて，Piyawanらや岡本らは，交通量，路上の障害

物，建物出入口のドアの種類などを測定項目として挙げている [33, 35, 36]．本

研究においても，これらの情報を測定，収集することとした．

5.3.1 経路情報測定装置の開発

従来の車いす使用者向けの経路探索についての研究などでは，その殆どが

手計測による測定を行っており，路面上の僅かな勾配や段差を測定し，経路

探索を行うに足る情報を収集するためには多大な人的コストを必要とする．

また，道路や歩道の情報は工事などにより変化するため，同じ場所であって

も定期的に再測定を行う必要も生じるが，手計測による測定では対応が困難

である．これに対して，手動車いすをベースとした測定装置の発明 [41, 42]も

あるが，序論で述べたように手動車いす使用者向け経路探索に必要となる情

報を手動車いすによって測定することは効率的でないと考えられる．さら

に，これらの発明では測定した情報をデータベースにリアルタイムで送信す

るとしているが，GPS による位置測定は都市部において最大で 280m の誤差

が生じたとの報告もあり [84]，これを正確な位置情報に修正しなければ，測

定したバリア情報を誤った場所のものとしてデータベースに蓄積することと

なる．

このようなことから，本研究では移動難度を測定できる装置をベースとし
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た測定装置に，移動難度以外の手動車いす使用者向けの経路探索を行うため

に必要な情報（以降，経路情報と呼ぶ）を測定するためのセンサ類を取り付け

ることで，経路情報を測定することとした．手動車いす使用者向けの経路探

索を行うために必要な情報（以降，経路情報と呼ぶ）を測定するため，移動難

度測定として実装した電動車いす（図 3.3）をベースとした測定装置を開発し

た．ベースとする測定装置は，移動難度を測定可能であり，その他の障害物

を測定するためのセンサや記録用の PC などを搭載できる装置であれば，電

動車いす以外でも問題ないと考えられる．本研究では手動車いすと同程度の

サイズ（JIS T 9201，JIS T 9208で規定）であること，電動車いすのバッテリを

利用することで測定機器の電源を確保しやすく実装が容易であることから，

電動車いすを測定装置のベースとした．

前節で述べた測定項目のうち，移動難度については前章と同様に電動車い

すの走行時の消費電流から推定し，その他の測定項目についても電動車いす

に各種センサを設置して測定することとした．経路情報測定装置は電動車い

すをベースとし，電動車いすに表 5.1に示すセンサ類を取り付けて実装した．

表 5.1 経路情報測定装置ハードウェア構成

測定項目 使用ハードウェア（製造会社)

傾斜角度（X,Y）

MPU6050（InvenSense)加速度 (X,Y,Z)

旋回角度

モータ駆動電力 オペアンプ LM358（Texas Instruments)

車輪回転角度 フォトインタラプタ RPR-220（Rohm)

GPS信号 GR-5013U/R（NaviSys Technology)

前方画像 HD Webcam C270（Logicool)

周辺空間距離 URG-04LX（北陽電機株式会社）

5.3.2 路面の傾斜（勾配）と段差の測定

路面の傾斜は，電動車いすに取り付けた 6 軸慣性センサによって，加速度

と角速度を 50msの標本化間隔で計測し，加速度と角速度によって電動車いす
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の傾きを計算した．測定する傾斜は，X軸角度（車いす左右方向）と Y軸角度

（車いす前後方向）であり，傾斜の計算の際には角速度と加速度を用いたカル

マンフィルタによる補正を行い，前後 5回分の移動平均を取ることによって

平滑化した．

路面の段差については，加速度から段差推定を行う方法 [38] や，測域セン

サによる段差測定を行う方法 [66]などがあるが，実装のために検証した結果，

加速度による推定では段差乗り越え時に速度を十分に落とした状態では充分

な精度での段差検出を行えず，測域センサによる段差測定では路面の段差や

凹凸乗り越え時に大きな誤差が生じる問題があった．そこで，本研究では電

動車いすの傾きから段差の高さを推定することとした．電動車いすの前輪と

後輪間の長さを予め測っておき，走行時における電動車いす前後方向の傾き

と合わせて式 5.1によって段差の高さを算出する．

　 Stepheight = LE Wheelchair × sin θ (5.1)

ただし，Stepheight：段差の高さ [cm]，LE Wheelchair：電動車いすの前輪と後輪間

の長さ [cm]，θ：電動車いすの前後方向の傾き [◦]．

平坦なアスファルト路面上に，木の板（高さ 1.2cm，1.5cm，3.8cm）を置き，

電動車いすで通過した時の車いす進行方向の角度から，式 5.1 によって推定

した段差の高さを図 5.1に示す．電動車いすの前後方向の傾き（Y軸角度）の

頂点では，推定段差と実際の段差の誤差は最大で 0.16cm（3.8cmの木の板乗り

越え時）であり，車いす走行の障害となる段差測定においては問題のない精

度で推定できているものと考えられる．ただし，実際の走行路面は常に平坦

ではなく，縦断方向や横断方向，あるいはそのどちらにも傾いていることが

殆どである．そのような場所においては，段差も勾配路面の途中に存在する

ために，段差乗り越え直前と直後での電動車いすの傾きの差（１秒間最大角

速度）によって段差の高さを推定することとした．また，角速度の計測にお

いては，ノイズによる段差の誤検出を防ぐために加速度センサの 3軸加速度

の合成値と移動難度によるフィルタ処理を行った．
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図 5.1 段差推定結果

5.3.3 通路幅員の測定

手動車いすが走行可能な道路，通路であっても，人や車いす同士とすれ違

う際や，転回する際に十分なスペースがなければ移動時の不安要素となり得

る．建物内などの通路の幅を測定し，余裕を持って車いすが走行可能かどう

かの判定基準とする．歩道や通路には，放置自転車や荷物等の障害物が置か

れている場合もあり，歩道や通路の幅員ではなく，車いすの周辺空間距離の

測定が必要である．

通路幅測定のために測域センサを図 3.3 の移動難度測定用電動車いすに追

加実装し，前方と左右それぞれ 20◦ の範囲の障害物までの距離を 20msの標本

化間隔で測定し，1 秒間中の最短の通路幅員を記録した．この測域センサで

は，測定距離の 1% の測定誤差で 0.06m から 4m までの距離を測定することが

できる．

5.3.4 測定位置情報の計測と補正

路面の傾斜や段差などのバリア情報は，バリアの位置と結びつけて測定

する必要がある．先行研究では GPSによる経度，緯度情報による測定が主で
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あったが，GPSの電波が届かない屋内や商店街のアーケード，地下街などの

場所や，建物と建物の間など GPS 電波が反射して正しい位置を測定できな

い場所では，GPSによる高精度な位置情報測定は不可能である．このような

場所において現在位置を測定するために，GPSの測位情報をジャイロセンサ

や地磁気センサによって補正する手法が提案されている [85–87]．しかしなが

ら，地下など GPS による測位を行えない場所では誤った位置情報に補正を

かけることになる．また，周囲の環境によって地磁気センサが正常に動作し

ない場合には地磁気センサによる補正は行えない．パーティクルフィルタに

よって GPS 信号を補正する方法も示されているが [88]，GPS の電波が届かな

い場所では補正を行うことは不可能である．GPS信号の受信状況に依存しな

い位置情報配信方法として，RFID タグや無線 LAN を用いた屋内向けの位置

情報測定を提案する先行研究もあるが [89, 90]，これらは事前に測定予定場所

に RFID や無線 LAN アクセスポイントを設置しておく必要がある．この方法

は，経路案内の目的では有効な方法であると考えられるが，経路探索のため

のデータを測定する目的には適さない．さらに，RFIDや無線 LANアクセスポ

イントなどのインフラにも依存しない測位方法として，地磁気センサと歩数

計による測位方法や加速度センサによる測位方法などもあるが [91, 92]，GPS

やインフラを利用しない場合には推定位置情報の累積誤差が大きくなる問題

がある．このようなことから，本研究ではジャイロセンサと車いすの車速パ

ルスによる位置情報の補正を基本とし，GPSによる正しい測位が行えている

場合に位置および方位を GPS信号によって補正することにした．なお，本研

究では測位情報の補正は測定後に行うものとし，実時間での位置情報補正に

ついては対象としない．

(1) 測位精度の補正方法

位置情報の測定と補正は，つぎに述べる方法で行った．電動車いすに取り

付けた 6 軸慣性センサから取得した電動車いす垂直方向周りの角速度から，

電動車いすの旋回角度を計算し，電動車いすの車速パルス，GPS測位情報と

合わせて 1000msの標本化間隔で記録しておく．測定終了後に出発地点の緯度

経度と方位を指定し，出発地点（s 時点）の緯度経度と方位を記憶する．s 時

– 71 –



点の緯度経度，方位，s+1時点までの電動車いすの移動距離から s+1時点の緯

度経度を計算する．s+1時点を n時点とし，n時点の緯度経度と方位，n+1時

点までの電動車いすの移動距離から n+1時点の緯度経度を計算する．この計

算には Vincentyの式を用いた [93]．これによって，電動車いすの旋回角度と移

動距離から計算した緯度経度が得られる．ただし，この方法では旋回角度や

移動距離の測定誤差の累積によって，長い距離を移動した場合に緯度経度に

大きな誤差が生じる可能性がある．そこで，旋回角度と移動距離の累積誤差

によるずれを修正するために，GPSによる測位が正しく行われている可能性

が高い場合には，n時点の緯度経度と方位を GPSの測位情報によって補正す

る．GPSによる補正を行う条件は，GPSの補足衛星数が 4以上，かつ HDOP値

（水平測位誤差）が 2以下であり，ジャイロセンサによる方位と GPSによる方

位の差が 10度以下である状態が 5秒以上連続した場合とした．補足衛星数お

よび HDOP 値は GPS 受信信号の GPGGA センテンスから取得した．GPS 補正

条件に合致した場合には，緯度経度と方位それぞれについて旋回角度と移動

距離による計算結果と，GPSの測位情報の平均値を取ることで緯度経度およ

び方位を補正，修正した．

GPS信号のみによる緯度経度の測定結果を図 5.2に，ジャイロセンサと車速

パルスによって計算した緯度経度を GPS信号で補正した結果を図 5.3に示す．

図 5.2および図 5.3中の線は，緯度経度を線で繋いで移動軌跡として図示した

ものであり，電子国土基本図（オルソ画像）[72]上にOpenLayers API（V3.12）[94]

を用いて描画した．

出発地点は身障者用駐車場とし，幅約 2mの歩行者用の橋を通過後，GPSの

電波が届かない建物の下を通過，出発地点に戻る経路を走行した．補正後の

軌跡を地図上で確認した結果，途中の幅約 2mの橋上を通過し，到着地点も駐

車場の横幅内に入っていることを確認した．GPS信号による正しい位置情報

が得られた場合には 2m 程度の精度による位置情報の補正が行えるものと考

えられる．位置情報測定の精度は，GPS 信号の受信状況に依存するが，車い

す走行での障害となる傾斜や段差の位置を示す用途では問題ない精度で測位

できているものと考えられる．ただし，走行距離が長くなるほどジャイロセ

ンサと車速パルスによる走行軌跡の角度と移動距離の誤差は累積するため，
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長い距離に渡って GPS信号による補正条件を満たさない場合には，大きな誤

差が生じる可能性が高い．また，この手法では出発地点の緯度，経度および

方位を指定する必要があるが，これについてもある程度正確な指定を行わな

ければ，正しい補正を行えない問題もある．さらに，補正した測位情報が正

しいものであるかについては，実際に測定を行った測定者しか判断すること

ができない．このようなことから，測位情報の補正結果が正しい移動軌跡と

なっているかについては，測定者が地図上の移動軌跡を確認し，誤りがあっ

た場合には手動で n時点の方位を修正することで手入力での補正を行えるよ

うにすることにした．

図 5.2 GPSによる位置情報測定結果
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図 5.3 位置情報補正結果

5.3.5 機械計測が困難な情報の測定

測定する経路情報は，測定や記録に要する人的コストの削減や入力ミスの

防止のために，可能な限り機械計測による定量的な測定を行うことが望まし

い．しかし，建物の情報，車いすで利用できる多目的トイレの位置，交通量，

路上の障害物，建物出入口のドアの種類など，機械計測が困難な情報につい

ては現時点では人力による入力が主である．これら人が確認して入力する必

要がある情報については，機械計測によって測定した情報と関連付ける形で

登録を行う機能を追加することとした．こうした情報の登録は，経路情報の

測定時に前方画像を撮影しておき，経路情報測定後に前方画像と撮影場所の

位置を地図上に表示し，それを確認しながら登録する．

5.3.6 経路情報測定プログラム

電動車いすに取り付けた各種センサからのデータは，マイクロコントロー

ラによって測定し，ラップトップ PC へ送信し，ラップトップ PC の内部記
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憶媒体に記録する．マイクロコントローラからラップトップ PC へ送信する

データは，秒間１回の集計データと秒間 20回の詳細データとし，ラップトッ

プ PCではそれぞれを別のテキストファイルとして記録した．1秒ごとの集計

データは，1秒間の最大傾斜角度（X軸と Y軸それぞれの最大傾斜角度および

最小傾斜角度（符号付）），旋回角度，1秒間の最大加速度（XYZの 3軸それぞれ

の最大加速度および最小加速度（符号付）），電動車いす車輪回転数，GPSセ

ンサからの GPRMCセンテンス，GPS補正判定（5.3.4項で述べた GPS補正条件

に合致する場合は 1，そうでなければ 0），車速パルス（1秒間の合計値），モー

ター消費電流（1秒間の合計値），前方と左右の空間距離（1秒間の最小値）か

らなり，GPS 信号を受信するごとにラップトップ PC に送信する．秒間 20 回

（50msの標本化間隔）で記録する詳細データは，角度（X軸：電動車いす左右方

向，Y軸：電動車いす進行方向，Z軸：電動車いす旋回角度），加速度（XYZの 3

軸加速度），GPS受信信号の GPGGAセンテンスを記録する．また，測定状況

の確認のために，電動車いすの前方画像を USBカメラによって 1秒ごとに撮

影して記録した．

測定プログラムは C#（.NET Framework 4）によって実装し，開発環境とし

てMicrosoft Visual Studio 2012を使用した．また，USBカメラからの画像取得に

AForge.NETライブラリ（Ver. 2.2.5.0）を使用した．実装した測定プログラムの

実行時画面例を図 5.4に示す．画面には動作確認用に前方画像，モーター消費

電流の時系列グラフ，GPS信号の受信文字列などを表示している．

5.3.7 経路情報表示・補正プログラム

測定したデータをもとに電動車いす走行経路上の障害物の表示と，測位情

報の補正を行うためのプログラムを開発した．バリア情報表示・補正プログ

ラムでは，測位情報の補正と手動車いすでの移動において障害となりうる場

所の確認を行う．急な傾斜（縦断，横断），大きな段差，狭い幅員の通路があっ

た場合の確認のために，地図上の現在位置と対応する前方画像を表示し，車

いす進行方向の傾斜角度をグラフ表示した．地図上に表示する急な傾斜（縦

断，横断），大きな段差，狭い幅員については，測定者が任意に設定できる仕

様とした．
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図 5.4 測定プログラム実行画面

また，経路探索を行うにあたっては出発地点と目的地点の多くは建物の出

入口，建物内の部屋の出入口となるものと考えられる．そのために，測定デー

タの測定地点が目的地となる建物出入口や建物内の部屋などであれば，その

情報を登録しておく必要がある．これを機械的な計測で行うことは難しいた

め，測定したバリア情報を前方画像と共に確認しながら建物・階数・屋内外情

報を追加する機能を実装した．建物情報は表 5.2 に示す形式で CSV ファイル

に記録しておく．建物情報は，バリア情報表示プログラムで読み込み，測定

したバリア情報の中の登録した建物の位置で建物や登録を行うことで，位置

情報やバリア情報と建物情報を関連付ける．

また，バリア情報測定位置の階数については，一つの測定データ中の建物

情報を登録し終えた後に，建物の出入口情報を用いて階数分析を行い，全測

定データに測定地点の階数情報を付加する．また，その際に測定地点の屋内

外判定も行い，測定地点が建物内にあるか建物外にあるかも同時に分析し，

全測定データの階数および屋内外判定を行う．

バリア情報表示・補正プログラムは C#（.NET Framework 4）によって実装し

た．また，アプリケーション内のWebBrowserに地理院地図を表示し，電子国

土基本図（オルソ画像，標準地図（25000））上に走行経路および傾斜，段差位

置をマーカー表示した．傾斜および段差検出・表示プログラムの実行画面例
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を図 5.5に示す．

表 5.2 建物情報テーブル

列名 書式

建物 ID 固有の ID

建物名 建物の名前

住所 建物の住所

電話番号 建物の電話番号

階数 0を除く整数で入力

種別
建物出口：1，建物入口：2，エレベータ：3，

多目的トイレ：4，その他：5

目的地 出発地や目的地とする場合：1 ，そうでない場合：0

図 5.5 バリア情報表示画面

5.3.8 路面の段差測定の検証

本研究では，路面上の段差の測定は，バリア情報を測定する電動車いすの

傾きの変化量によって行うこととした．この方法によって路面上の段差を測

定できているかどうかを確認するため，開発したシステムによって路面の段

差を測定し，2.0cm以上の段差の検出が行えているかどうか検証した．
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図 5.6 検証実験走行経路

まず，縦断，横断傾斜および段差の存在する経路（図 5.6）を測定用電動車

いすによって走行し，路面情報の測定を行った．図 5.6は電子国土基本図上に

OpenLayer APIを用いて測定地点を線で繋いで描画している．なお，測定した

位置情報については 5.3.4 に示した方法によって補正済みのものを示してい

る．検出する段差については，鍋島らの提案する高齢者における勾配と段差

の適正範囲にもとづき，2.0cm 以上の段差のある箇所を検出するよう設定し

た [45]．縦断勾配，横断勾配，段差の検出位置を電子国土基本図上にアイコン

画像をマーカーとして表示したものを図 5.7に示す．システムにより段差と判

定された場所については，デジタル傾斜計（Digital Protractor Pro3600:Mitutoyo

America Corporation）と定規による計測によって，実測値との差を求めた．手

計測による段差の測定は，長さ 30.0cmの木の板を段差上部に置き，デジタル

傾斜計で水平になる角度に調節したうえで路面との垂直距離が最長となる箇

所の高さを計測することで行った．

測定結果と実測値を比較した結果，開発システムによる段差検出結果と実

測値との差は最大 8mm，平均 6mmであった．また，目視と手計測によって開

発システムによって検出されなかった段差がないか確認したが，検証のため

に走行した経路上には 2.0cm 以上の未検出の段差は確認できなかった．手計

測による段差の計測では，計測位置が僅かに離れるだけでもことなる値を取
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図 5.7 傾斜，段差検出結果

るため，精密な検証を行うことは困難であるが，車いす走行において障害と

なる程度の大きさの段差検出については問題ない精度で測定，検証ができて

いるものと考えられる．

5.4 経路情報のネットワークデータ形式への変換

測定したバリア情報を経路探索に利用可能な形式で記録する作業も，手作

業であれば多くの人的コストを必要とし，入力するデータが増えるほど誤入

力が発生する可能性も高くなる．経路探索を行うためのデータは膨大なもの

となることが予想されるため，測定したバリア情報を経路探索に利用可能な

形式に変換する作業についても，自動的に行う必要がある．本節では，バリ

ア情報の測定結果を自動的に経路探索に利用可能な形式へと変換する方法

について述べる．なお，本論文においては歩道上の 1地点としてのノードと，

ノード同士を繋ぐ重み付きのエッジ（またはリンク，パス）からなるデータ

構造をネットワークと呼ぶ．
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5.4.1 ノード集合とエッジ集合の生成

経路探索用のネットワークにおけるノードは歩道上の 1地点であり，緯度

と経度によって測定した地点を表す．本研究では，測定地点の緯度・経度は

バリア情報測定用車いすに取り付けた GPSセンサによって測定し，1秒に１

回の間隔で他の測定データと関連付けて記録している．これは，時系列上で

の連続データであり，連続したデータ同士は測定地点が近く隣接している．

この個々のデータをノードとし，連続するデータ同士をエッジとして考える

と，経路情報測定装置によって走行した経路上の歩道ネットワークと考える

ことができる．しかし，ことなる走行経路同士の関係性がないことから，実

際に測定用電動車いすが走行した経路しか探索することができない．これを

解決するため，地図上における近傍の測定データを一つのノードに結合する

ことで，ことなる出発地点からの測定データによって分岐路や結合路を持っ

たエッジを生成する．ノードとエッジの結合については，Cao らの GPS デー

タをもとに有向の道路ネットワークを生成する手法を参考とした [95]．

近傍のノードの結合はつぎの条件で行う．「任意の測定データと既存の

ノード集合の位置を比較し，その距離が一定以内であり，かつ同階数の既存

のノードが存在しない場合，または，測定データに建物登録がされており，

ノード集合内にその建物を示すノードが存在しない場合において，その測

定データを既存のノードと同一のノードとみなす．そうでなければその測

定データを新たなノードとしてノード集合に追加する」．この条件によって

ノードの結合を行うことで，次節で述べるリンク集合の生成の際に分岐リン

クや結合リンクが自動的に生成され，ことなる出発地点からの測定データで

あっても一つのネットワークに結合することができる．近傍のノードを結合

させる範囲については位置情報取得の精度によるが本研究では 3.0m の範囲

においてノードを結合させた．変換したノード集合は，表 5.3 に示す形式で

CSVファイルに記録しておく．

ノード集合を生成した後に，ノードとノードを繋ぐエッジ集合の生成を行

う．バリア情報測定用電動車いすでの測定データからのエッジ生成は，つぎ

に述べる条件によって行う．「まず，測定データが属するノード集合内のノー
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ドを求め，始点ノードとする．始点ノードに属さない測定データが出現した

場合，その測定データが属するノード集合内のノードを求め，終点ノードと

する．始点ノードから終点ノードへのエッジがエッジ集合内に存在しない場

合，そのエッジを新たなエッジとしてエッジ集合に追加する」．この条件で

エッジ集合を生成することで，同一地点を通った場合に分岐路，結合路が自

動的に作られる．

各エッジには，そのエッジにかかるコストを設定する必要がある．設定す

るコストは表 5.4に示す内容とし，エッジ生成時にそれぞれのコストを計算す

る．表 5.4に示すコストの内，縦断・横断傾斜継続距離，幅員継続距離について

は，エッジ生成前にそれぞれ指定値を設定しておき，指定した値に応じて計

算する．指定する値については，鍋島らの提案する高齢者における勾配と段

差の適正範囲を参考とし [45]，縦断勾配 5.0%以上（傾斜角度 2.86◦），横断勾配

1.5%以上（傾斜角度）がある程度継続（今回は 10m以上と設定）する箇所，段

差 2.0cm以上である箇所を検出するよう設定した．通路幅については，車いす

の横幅約 70.0cmがすれ違える幅として，今回は 150.0cm以下の通路が 10.0m以

上継続する場合とした．また，本研究では移動難度の測定には電動車いすの

走行時消費電流を用いており，これは下り坂での測定は行えない．そのため，

下り坂の測定については同じ場所を登った時の移動難度によって評価するこ

ととし，エッジコストの計算の際に縦断勾配が負であった場合に，そのエッ

ジの逆方向となるエッジがあった場合には，逆方向の移動難度をエッジコス

トとして登録する．ただし，ノイズ除去のためにそれぞれの測定値は 3 デー

タの移動平均を取り評価する．エッジ集合は，コスト情報と合わせて「エッ

ジ ID，始点ノード ID，終点ノード ID，エッジのコスト（表 5.4）」の情報を CSV

ファイルに記録する．
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表 5.3 ノード情報テーブ

項目名 内容

ノード ID 固有の番号

ノード 種別 表 5.2　建物情報テーブルの種別

緯度 中心地点の緯度

経度 中心地点の経度

建物 ID 建物 ID，建物でない場合には-1

高さ 階層数（階数）

表 5.4 エッジ情報テーブル

コスト名 内容

エッジ ID エッジの固有番号

始点ノード ID エッジの始点ノード ID

終点ノード ID エッジの終点ノード ID

距離 エッジの長さ [m]

縦断傾斜角度 エッジ内の縦断傾斜角度 [◦]

縦断傾斜継続距離 指定以上の縦断傾斜が継続する距離 [m]

移動難度 エッジ内の移動難度

横断傾斜角度 エッジ内の横断傾斜角度 [◦]

横断傾斜継続距離 指定以上の横断傾斜が継続する距離 [m]

段差 エッジ内の最大の段差の高さ [cm]

幅員 エッジ内の最小通路幅員 [m]

幅員継続距離 指定以下の幅員の通路が継続する距離 [m]

コメント ユーザ入力コメント

コメントコスト 0：通行に問題なし，1：要介助者，2：通行不可

ドア種類 0：自動ドア，1：防風扉，2：引き扉

ドアコスト 0：通行に問題なし，1：要介助者，2：通行不可
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5.4.2 ネットワークデータ変換プログラム

経路探索用ネットワークへの変換プログラムは C#（.NET Framework 4）で

実装した．まず，バリア情報表示・追加プログラムで位置情報を補正し，建物・

階数・屋内外情報を付加した測定データを測定データ追加ボタンから追加す

る．この時，既に作成済みのノードリスト，リンクリスト，ランドマークリス

トがある場合には，起動時に読み込んでおく．経路探索用ネットワークに追

加する測定データをすべて選択し，ノード結合範囲（3.0m），最小幅員（1.5m）

と継続距離（10.0m）を指定する（括弧内は初期設定値）．なお，ノード結合範

囲については，広ければ広いほどノード数を節約することができるが，こと

なる通路同士の結合を防ぐ等の理由から，本研究ではノード結合範囲は 3m

とした．ノード，エッジ作成ボタンを押すと，ノードリスト・リンクリストそ

れぞれのファイル名を指定するダイアログを表示し，ネットワークデータ用

の CSVファイルを出力する仕様とした．また，5.8.3節にて説明するバリアフ

リー経路探索用のデータを出力する機能も実装している．

また，生成したネットワークデータ内のバリア情報を集計する機能を追加

した．集計・表示する項目は，指定値以上の縦断勾配の数と合計距離，指定値

以上の横断勾配の数と合計距離，縦断かつ横断である複合勾配の数と合計距

離，指定値以上の段差の数，指定値以下の幅員の数と合計距離であり，これら

の指定は設定ファイルに事前に記入しておく．測定地点の確認のために測定

地点を線で繋ぎ，バリア箇所と判定された場所については地図上にマーカー

表示した．また，生成されたノードとエッジの確認のために，ネットワーク

変換後のノードを線で繋いだものを測定地点確認用の地図とは別に表示し

た．表示する地図には地理院地図の電子国土基本図（オルソ画像，標準地図

（25000））を利用し，地図上に OpenLayer API を利用して線とマーカーを描画

した．これによって，測定した範囲のバリアフリーがどの程度行われている

か，また，地図上のどの場所においてバリアフリーが不十分であるかを確認

できるようにした．実装したネットワークデータ変換プログラムの実行画面

を図 5.8に示す．測定データ変換前の重複した走行軌跡が一本化され，また，

ことなる測定データが結合されたことで分岐路，結合路が生成されている．
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図 5.8 ネットワークデータ変換プログラム

5.5 経路情報の測定

バリア情報測定用電動車いすによってバリア情報を測定し，それを経路探

索用のネットワークデータに変換したデータによって，経路探索が正常に行

われるかを，実際にバリア情報を測定して検証した．

バリア情報の測定は，九州産業大学構内で行った．なお，電動車いすの最

高速度は 6km/hであるが，今回の実験では屋内走行時の安全性などの配慮か

ら，3km/h 以上の速度で電動車いすを走行させないようにした．測定した総

距離は約 10.34kmであり，総測定時間は約 3時間 30分，1時間あたりの平均測

定距離は約 2.95kmであった．測定した経路情報を経路探索用ネットワークに

変換し，測定した場所を地図上に表示したものを図 5.9 に示す．図 5.9 の線は

電子国土基本図（オルソ画像）上にネットワーク内のノードを繋いだ線を描

画したものである．生成したネットワークデータ内のバリア情報の集計結果

では，今回の実験で測定した範囲内においては，5%以上の縦断勾配は 53か所

計 1.32km，5%以上の縦断かつ 1.5%以上の横断勾配 55か所計 4.41km，縦横複合
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勾配 30か所計 0.68km，2cm以上の段差 29か所，1.5m以下の幅員 4か所計 0.3km

が検出された．

図 5.9 経路探索用ネットワーク生成例

5.6 移動難度を主なコストとした経路探索プログラムの開発

手動車いす使用者向けの経路探索に関する先行研究では，目的地までの手

動車いすで乗り越えることが出来ない障害物を迂回した最短距離の経路を提

示，もしくは移動距離と各種障害物に重みを付けたコスト計算によって最小

コストの経路を探索するものが殆どであり，手動車いすで移動した際に実際

に必要となる力が最小である経路を探索する研究はみられない．そこで本研

究では，3 章で提案した移動難度を利用し，移動難度と経路を探索したい手

動車いす使用者の体重によって，その人が任意の経路を移動する際に必要と

なる仕事量を推定し，最も小さい力で移動することができる経路を探索する

こととした．本節では，5.3節で述べたバリア情報測定装置によって測定し，
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ノードとエッジからなるネットワーク構造に変換したデータを用いた経路探

索システムの開発，および，その評価実験について述べる．

前述したように，多くの先行研究が経路探索アルゴリズムにダイクストラ

法を採用している．本研究でもダイクストラ法による最短経路探索を採用し

た．各エッジにかかるコストは表 5.4に示す形式で記録されている．各エッジ

間を移動するために必要となる仕事量は移動する手動車いす使用者の体重に

よって変化するため，体重と移動難度から距離平均仕事量を推定し，エッジ

内の距離を乗算することで各エッジ間を移動するために必要な仕事量を算

出する．そして，移動難度と体重から算出した仕事量が最小となる経路を探

索することとした．その他のコストはユーザが任意に設定できる迂回条件と

し，設定した迂回条件を満たす場合にはそのような場所を迂回した経路を探

索する仕様とした．地図上への経路表示では，経路上の各ノードの緯度経度

を前後 3 個分の移動平均を取ることで，表示される経路を滑らかにした．図

5.10 に開発した経路探索プログラムの実行時画面を示す．実装は C#（.NET

Framework 4）によって行い，探索した経路は地理院地図の電子国土基本図（オ

ルソ画像，標準地図（25000））上に OpenLayer APIを利用して描画した．経路探

索の実行画面には，利用ユーザの体重と迂回条件の入力，出発地点と目的地

点の選択，表示する経路の選択（最短距離探索，最小仕事量探索，迂回条件付

き最短距離探索，迂回条件付き最小仕事量探索）を入力し，経路探索を行う

ことで，選択した迂回条件，表示経路にそれぞれ対応した経路が地図上に表

示される．迂回条件で指定したバリアが最短距離経路や最小仕事量経路上に

存在する場合には，そのバリアを経路上にマーカー表示した．また，動作確

認のためにそれぞれの探索結果の距離，仕事量，およびその他のバリア情報

を表示した．
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図 5.10 経路探索プログラム実行例

5.7 検証実験

開発した経路探索プログラムが手動車いす移動において適した経路を探索

出来ているかの検証と，4 章にて述べた体力測定装置での体力測定結果が手

動車いすで移動する際の負担度と関係があるかを検証する実験を行った．

5.7.1 実験目的および実験手順

検証実験は，移動難度によって推定した仕事量を主なコストとして用いた

最小仕事量経路の探索結果が，実際に手動車いすで移動する際に必要となる

仕事量を正しく推定出来ているか，また，実際に小さい負担度によって移動

できる経路となっているかを検証する目的で行った．

実験はつぎに示す手順で行った．まず，実験参加者の体重を測定する．つ

ぎに，体力測定装置で実験参加者のハンドリム駆動力を測定する．体力測定

の手順については，4.3節の実験と同様の手順によって行った．その後に，実

験参加者が手動車いすで同じ出発地点から目的地点に向かう最短距離経路と

最小仕事量経路の 2つの経路を走行し，走行時に必要となる仕事量と目的地
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までに取った休憩回数と休憩時間を測定する．2 つの経路のうち最初に走行

する経路は，走行順番による疲労の影響を抑えるために最短距離経路と最小

仕事量経路を交互に選択した．また，体力測定後と 1 回目の屋外経路走行後

には，疲労が回復するまで休憩を取らせた．体力測定後と 2 回の屋外経路走

行後に疲労感についての主観調査とどちらの経路を選択するかについて 2つ

の基準での調査を行った．調査方法は，疲労感については，「疲労感につい

て，最も近いと思われるものを○で囲んでください．」との質問に対し，”全

く感じない”を 1とし，”とても強く感じる”を 7とした 7段階尺度での回答と

した．経路選択については，「時間に余裕があるとき，どちらのルートを選び

ますか？」「時間に余裕がないとき，どちらのルートを選びますか？」との質

問に対し，1本目の経路走行か 2本目の経路走行かの 2者択一回答とした．

5.7.2 実験環境と実験参加者

手動車いすで走行する最短距離経路と最小仕事量経路を図 5.11に示す．図

5.11は，電子国土基本図（オルソ画像）上に OpenLayers API（V3.12）を用いて

経路を描画したうえで，ペイントソフトによって加工したものである．出発

地点は九州産業大学 8号館の１階東側出入口であり，目的地は九州産業大学

の健康・スポーツ科学センター出入口とした．図 5.11中の最短距離経路は，最

大 4.82◦ の縦断勾配が約 15m継続するなど，移動距離は最小仕事量経路よりも

短いが物理的負担度が大きい経路となっている．最小仕事量経路は，出発地

点を出たのちに緩やかな下り坂を通り，九州産業大学 2号館内のエレベータ

を使用して 5階に，九州産業大学 1号館への連絡通路を通って 1号館 1階に入

り，1号館 1階南側の出入口から屋外に出てから目的地に向かう経路であり，

建物内のエレベータを利用することによって，遠回りにはなるが急な縦断勾

配斜面などを迂回した経路となっている．

実験参加者は 21名の健常者（年齢：22 ± 2歳，体重：65.5 ± 10.9kg，性別：男

性 20名，女性 1名）を対象とした．実験は，九州産業大学の倫理委員会の承認

を得て，実験時には対人傷害保険に加入するなど倫理と安全に十分配慮して

行った．
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図 5.11 実験での走行経路

5.7.3 実験結果

(1) 仕事量推定精度

最短距離経路と最小仕事量経路のそれぞれについて，移動難度と実験参加

者の体重から推定した仕事量と，手動車いすで実際に経路を走行した際に測

定した仕事量を図 5.12（最短距離経路）と図 5.13（最小仕事量経路）に示す．

全体的に推定値よりも実測値の方が大きい結果となっており，実測値と推定

値の相対誤差は，最短距離経路では最大 23.5%，平均 15.2%，標準偏差 6.5% で

あり，最小仕事量経路では最大 22.3%，平均 11.9%，標準偏差 6.3%であった．ま

た，最短距離経路と最小仕事量経路それぞれについて仕事量の実測値と推定

値を比較した．図 5.14は最短距離経路の推定仕事量と実測仕事量を散布図で

示したものであり，相関係数 0.92（p < 0.01）と推定値と実測値の間には強い相

関関係が認められた．図 5.15に示す最小仕事量経路の仕事量推定結果につい

ても，相関係数 0.89（p < 0.01）と強い相関関係が認められた．

(2) 体力測定結果

体力測定結果と目的地までの所要時間，途中休憩の有無との関係について

述べる．ただし，最小仕事量経路では，一人も休憩を必要としなかったこと，

エレベータの待ち時間によって所要時間に差が出たことから，体力測定結果
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図 5.12 最短距離経路の仕事量の推定値と実測値

図 5.13 最小仕事量経路の仕事量の推定値と実測値
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図 5.14 最短距離経路の仕事量推定結果 (散布図)

図 5.15 最小仕事量経路の仕事量推定結果 (散布図)

との比較は最短距離経路のみとする．図 5.16に最短距離経路での体重比ハン

ドリム駆動力と目的地までの所要時間との散布図を示す．体重比ハンドリム

駆動力と目的地までの所要時間の相関関係を調べた結果，やや強い負の相関

関係（r = −0.6，p < 0.05）が認められた．このことから，体力測定装置で測定

されたハンドリム駆動力が大きな実験参加者ほどより短い時間で目的地まで

到着する傾向があるものと考えられる．また，途中休憩を必要とした実験参

加者と休憩を取らなかった実験参加者にグループ分けをし，それぞれの体重

比ハンドリム駆動力の平均順位の差をマン・ホイットニーの U検定によって

検定した．検定の結果，休憩を取らなかったグループの方が休憩を取ったグ

ループよりも有意に高い体重比ハンドリム駆動力であった（p < 0.05）．
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図 5.16 体重比ハンドリム駆動力と目的地までの所要時間

(3) 疲労感と経路選択についての主観評価結果

2 回の屋外経路走行後に行った疲労感の主観評価の結果を図 5.18 に示す．

21名中 19名が最小仕事量経路の方が小さい疲労感だったとの回答であった．

また，時間に余裕のある時の経路選択としては，21名全員が最小仕事量経路

を選択し，時間に余裕のない時の経路選択としては，21 名中 6 名が最短距離

図 5.17 休憩の有無による体重比駆動力の差
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図 5.18 疲労度についての主観調査結果

経路，他 15名は最小仕事量経路との回答であった．時間に余裕のない時に最

短距離経路を選択すると回答した 6名は，最短距離経路において一度も休憩

を必要としなかったことから，体力がある人は状況に応じてより早く目的地

にたどり着ける経路を選択する傾向があるものと考えられる．

5.8 考察

5.8.1 移動難度による仕事量推定について

手動車いすでの移動における仕事量の推定結果については，最短距離経路

では最大 23.5%，平均 15.2%，標準偏差 6.5% であり，最小仕事量経路では最大

22.3%，平均 11.9%，標準偏差 6.3% の相対誤差であった．最大の誤差となった

のは実験参加者 Gの最短距離経路走行時の仕事量であったが，実験参加者 G

の体重は手動車いす移動時の距離平均仕事量の推定式の作成元となるデータ

（表 2.4）の範囲外であった．実験参加者 G の手動車いす移動における仕事量

推定において大きな誤差が生じたのは，距離平均仕事量の推定式が実験参加

者 Gの体重での回帰近似に対応出来ていないことが原因と考えられる．さら

に，推定値と実測値の間の相関関係は，最短距離経路では 0.92（p < 0.01），最

小仕事量経路では 0.89（p < 0.01）と強い正の相関関係がみられた．このことか
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ら，手動車いす移動における仕事量推定の精度を向上させることで，移動難

度による仕事量推定についても精度の向上が期待できるものと考えられる．

本章での検証実験と 3章での移動難度測定の検証実験の結果から，移動難

度による仕事量の推定結果は，実測値と強い相関関係があることを示せた．

このことから，電動車いすをベースとした経路情報測定装置による測定結果

によって，手動車いすで任意の経路を移動する際に必要となる仕事量を推定

できるものと考えられる．しかしながら，本実験において推定した仕事量は，

実験で使用した手動車いすによるものであり，個々の手動車いすでの必要仕

事量を高精度に推定するためには，2章に示した距離平均仕事量の推定式（式

2.5）を作成した手順によってそれぞれの手動車いすに対応した距離平均仕事

量の推定式を作成する必要がある．ただし，仕事量は移動難度と重量によっ

て推定するものであるために，推定した仕事量の合計値が最小の経路を探索

した場合と，移動難度の合計値が最小の経路を探索した場合では全く同じ経

路が探索される．そのため，手動車いすによる移動において，物理的に最も

小さい負担度で移動可能な経路を探索する場合においては，仕事量推定では

なく移動難度の積算値が最小である経路の探索で十分であると考えられる．

5.8.2 主観疲労度と休憩時間，体力測定結果の関係

疲労感と経路選択についての主観評価結果では，途中休憩を必要としない

体力のある実験参加者以外は時間の余裕の有無に関わらず最小仕事量経路を

選択すると回答した．また，体力測定装置で測定したハンドリム駆動力が大

きい実験参加者ほど，目的地までの所要時間が短くなる傾向があり，また，休

憩を必要とした実験参加者と休憩を必要としない実験参加者では，休憩を必

要としない実験参加者のハンドリム駆動力が危険率５%水準において有意に

高かった．手動車いす使用者の疲労感についての主観評価やハンドリム駆動

力については，普段から手動車いすを使用している人と健常者での差異もあ

ると考えられる．最小仕事量経路と主観的に最も楽な経路が一致するかにつ

いては普段から手動車いすを使用している人を対象とした多くの実験が必要

と考えられるが，少なくとも健常者においては，最小仕事量経路が主観的に

も楽に移動できる経路であることを示せた．また，本章では継続的に発揮で
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きるハンドリム駆動力の平均値を測定した．持続的に発揮できるハンドリム

駆動力と目的地までの所要時間や休憩の有無に関係があったことから，本研

究で開発した簡易体力測定装置での測定結果によって，実際の歩道上の経路

を移動した際の所要時間や休憩が必要となるかについても評価を行える可能

性があるものと考えられる．今回の実験では，持続的に発揮できるハンドリ

ム駆動力による評価を行ったが，金属棒を曲げるために必要となった仕事量

を推定することで，移動難度から推定した経路移動に必要な仕事量との比較

を行える可能性がある．普段より手動車いすを使用している人に対して，限

界まで手動車いすを漕ぐ動作を行ってもらうような実験が必要であるが，そ

の人が休憩なしで手動車いすに対して行える仕事量の限界値を推定すること

ができれば，本研究の応用として手動車いす使用者の体力に応じた最適な経

路を提示することも可能であると考えられる．

5.8.3 既存手法への応用

5.6節においては，移動難度とユーザが入力した体重および迂回条件に応じ

てコストを計算し，ダイクストラ法によってコストが最小となる経路を提示

する経路探索プログラムの実装を行った．しかし，前述したように，手動車

いす使用者向けの経路探索を行う先行研究では，ダイクストラ法による最短

経路探索を用いているものが殆どであり，本研究の手法によって測定した移

動難度を含む経路情報を，先行研究の経路探索プログラムへ応用することも

できる．この応用が可能であれば，経路探索システムのユーザインタフェー

スや，経路探索アルゴリズムの高速化などについての他の研究の成果を応用

することも容易であり，また，既に運用が開始されているサービスへの応用

も可能である．そこで，国土交通省が試験運用を始めている「バリアフリー

経路探索」[40] で経路情報測定装置で測定したデータをもとにした経路探索

が行えることを示すことで，本研究の提案手法が既知の手動車いす使用者向

けの経路探索システムに応用可能なことを示す．

バリアフリー経路探索のプログラムについては，初期の環境設定以外の改

変等を行わず，本研究の提案するバリア情報の測定および経路探索用ネット

ワークデータの生成方法が，既存の経路探索システムにそのまま適用できる

– 95 –



ことを示す．

2015 年 11 月時点で公開されているバリアフリー経路探索で必要となる経

路探索用のデータは，ノードリスト，リンクリスト，ランドマークリストの 3

つのファイルである．これは，本研究におけるノード集合，エッジ集合，建物

情報テーブルにそれぞれ対応しており，5.4.2項にて述べた経路探索用ネット

ワーク変換プログラムにおいて出力するデータの形式をバリアフリー経路探

索準拠とすることで実現できる．ただし，バリアフリー経路探索では当該リ

ンク内の路面の材質について，不明を含めた 5 分類で評価している．本研究

においては，前提として経路情報測定装置である電動車いすが走行出来ない

場所は対象外であり，また，路面の材質については路面の勾配や凹凸なども

含めた総合的な評価として移動難度を用いており，路面の材質については測

定していない．これに対応するため，車いす走行に問題があるかどうかを判

断するために，移動難度をもとに通行に問題ある・なしの 2段階評価として路

面の材質を判定することとした．路面の材質については，移動難度と縦断傾

斜角度の差を利用して推定する．移動難度は，舗装状態の良いアスファルト

舗装路面の角度を基準として推定したため，アスファルト舗装路面よりも走

行抵抗の大きな路面を走行した場合には，実際の傾斜角度よりも大きな値を

示す．これを利用し，リンク内の移動難度が実際の傾斜角度よりも 0.5◦ 以上

大きいものであり，かつその状態が 5.0m以上継続する場合には，その場所は

アスファルト路面よりも走行抵抗の大きい場所であるとし，通行に問題あり

と判断することとした．今回の実装においては，そのような場所を砂利路面

として設定し，それ以外の場所については，通行に問題なしとして分類にす

ることとした．また，2015年 11月時点で公開されているバリアフリー経路探

索では，横断勾配やコメントについては使われておらず，また，本研究で提

案する移動難度を用いた探索は行えない．そのため，ノード間の距離の代わ

りに移動難度を設定し，横断勾配やコメントによる迂回については省略する

こととした．また，ランドマークリストは，バリアフリー経路探索における

出発地点および目的地点のリストとなる場所を示している．本研究では，建

物情報に目的地とするかどうかを入力する仕様としているため，登録してい

る建物が目的地であった場合に，ノード集合内の建物登録されたノードを検
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索し，それに対応する経度・緯度・名称などの情報をランドマークリストに追

加した．

生成したネットワーク（ノード集合，エッジ集合，建物情報テーブル）をバ

リアフリー経路探索で必要なノードリスト，リンクリスト，ランドマークリ

ストの 3つのファイルに再変換し，バリアフリー経路探索プログラムのデー

タフォルダに置き，探索範囲選択画面の表記および対応するデータファイル

名部分のみを書き換えた．前述したように，路面の材質以外の項目について

は経路情報測定装置で測定したデータをそのまま利用可能であるため，バリ

アフリー経路探索で用いるデータ形式への変換のみで対応可能であった．

本研究の手法によって測定・生成した経路探索用ネットワークによるバリ

アフリー経路探索の実行結果を図 5.19に示す．図 5.19に示されている経路は，

図 5.11の最小仕事量経路と同じ経路であり，横断勾配路面や防風扉などの迂

回条件は設定できないものの，5.6.1項にて述べた経路探索プログラムと同じ

経路を提示出来ている．ただし，今回はバリアフリー経路探索のプログラム

については，初期の環境設定以外の改変を行わず，主に使用するコストを距

離から移動難度に置き換えただけで実行した．

5.8.4 本研究の成果

本研究では移動難度を主なコストとし，移動難度と手動車いす使用者の体

重によって推定した仕事量が最小となる経路を，物理的に最も小さい力で移

動できる経路として提示する経路探索システムの提案と開発を行った．その

結果，移動難度を測定，記録することによって，任意の経路を手動車いすで

移動した際に必要となる仕事量を推定可能であること，その仕事量の積算値

が最小となる経路を探索可能であることを示した．また，推定した仕事量は

移動難度と実験参加者の体重から推定したものであり，仕事量の推定値の合

計が最小である経路と移動難度の合計値が最小である経路は同一となる．そ

のため，実際に手動車いす使用者に物理的負担度が最も小さい経路を提示す

る場合には，移動難度が最小となる経路の提示だけでも十分である．移動難

度による仕事量の推定結果は，実測値と強い相関関係があることを示せたこ

とから，移動難度を主なコストとした最短経路探索によって，物理的に必要
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な仕事量が最小となる経路を提示できるものと考えられる．また，手動車い

す移動に必要となる仕事量を高精度で推定するためには，距離平均仕事量を

推定する回帰式をより多くのデータをもとにして作成することが必要と考え

られる．

簡易な体力測定装置による体力測定結果については，継続的に発揮できる

ハンドリム駆動力の測定結果と，歩道上の経路を手動車いすで走行した場合

の目的地までの所要時間や途中休憩の有無に相関関係があることを示した．

これによって，簡易な体力測定装置によって手動車いす使用者の移動に関す

る体力を簡易的に評価できる可能性を示した．

また，本研究では路面のバリア情報の測定や入力作業の大部分を自動化し

図 5.19 バリアフリー経路探索での経路探索結果
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ており，バリア情報の測定において必要な作業は経路情報測定装置である電

動車いすで走行するのみである．経路情報測定装置における 1時間あたりの

平均測定距離は約 2.95kmであった．今回の経路情報の測定では電動車いすの

速度を 3km/h以下に制限した状態であり，道路交通法においての電動車いす

の制限速度 6km/hで走行した場合には，更に時間あたりの測定可能距離は伸

びるものと考えられる．また，バリア情報表示・追加プログラムでの位置情

報の補正，建物・階数・屋内外情報，ドア・コメント情報の追加処理，経路探

索用ネットワークへの変換処理に要した時間は，合計で約 2 時間であり，測

定と合わせると 1kmの測定に要した時間は約 32分であった．例えば，国土交

通省による平成 20年度自律移動支援プロジェクト実証実験の検証結果 [96]で

は，歩行空間ネットワークデータの作成費用は 8.0万円/kmとの試算である．

測定項目や測定精度の差異から単純な比較は出来ないが，従来の手作業によ

る入力と比べて，本方式では経路探索用のネットワークの作成コストを大き

く節約できるものと考えられる．ただし，本方式による経路情報の測定，お

よび経路探索用ネットワークの構築が具体的にどの程度のコスト削減につな

がるかについては，広範囲におよぶ経路情報の測定実験などによって明らか

にする必要がある．また，データの変換作業をシステムが行うことにより，

手作業では防ぐことが困難な入力ミスによる誤ったデータの混入を避けるこ

とができる．さらに，経路情報測定装置で測定したバリア情報を含む経路情

報については，バリアフリー経路探索などの他のダイクストラ法による最短

経路探索を行うシステムでも利用可能であることを示した．また，移動距離

の代わりに移動難度を用いることで，物理的に最も小さい力で移動できる経

路を探索することが可能である．本研究においても 5.6.1項において独自の経

路探索プログラムの開発について述べたが，ユーザインタフェースや経路探

索アルゴリズムの最適化，経路探索用データを蓄積するデータベースの構造

などの種々の問題に対し，既知の研究やサービスの成果を応用可能であるこ

とは，今後，本研究の提案手法を実用化するにあたっては有効であると考え

られる．
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5.8.5 今後の研究課題

本章に示した成果によって，手動車いす使用者向け経路探索を行う際に，

人が手動車いすを移動させるために必要な仕事量が最小である経路を提示す

ることが可能となった．これは，手動車いすを目的地まで到達させるために

必要となる力にもとづいたものであり，手動車いすを移動させる手動車使用

者にとって身体的，心理的にも負担度の小さい経路であるかについて検証す

ることは，今後の研究課題である．本研究では，移動難度測定装置の例として

電動車いすの走行時消費電流を測定する機器を用いた．この装置では，下り

坂での移動難度の測定ができないために，本研究では下り坂の移動難度を登

り坂の移動難度によって代用した．電動車いすを一定速度で走行させるため

に必要な負荷として考えれば，登り坂での走行負荷によって下り坂の走行負

荷を代用可能と考えられることについては 3章にて考察したが，下り坂での

手動車いす使用者の身体的負担度は登り坂とはことなるものと考えられ，下

り坂に対する恐怖感などの心理的負担度についても同様である．また，移動

難度では測定装置の走行負荷を，測定装置全体のものとして評価している．

そのために，横断勾配路面においては縦断勾配路面よりも小さい値で評価さ

れる傾向があるが，手動車いすでの移動においては斜面の谷側の手にのみ大

きな負担がかかることから，測定された移動難度よりも大きな身体的負担度

となるものと考えられる．横断勾配路面や下り坂においての身体的，心理的

負担度と，移動難度によって評価した物理的負担度との関係については，普

段より手動車いすを使用している人を対象とした実験によって，今後明らか

にしていく必要があると考えられる．

また，本研究で提案した経路情報測定装置では，特に移動難度の測定のた

めに実際に測定路面を走行しながら測定する．そのため，経路情報の時間あ

たりの測定可能距離は，測定装置が移動する速度（時速）と同じものとなる．

そのため，従来の手計測や目視を主とした手法よりも効率的に経路情報の収

集を行えるものと考えられるが，実際にどの程度のコスト削減効果が期待で

きるかについては，広い範囲の経路情報を測定する実験を行うなどして検証

する必要がある．
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今後は，本研究にて提案した移動難度を主とした経路探索の発展として，

物理的負担度が小さいだけでなく，身体的にも心理的にも楽に移動できる経

路の提示を行うための研究，および，本研究の手法による経路探索システム

の実用化に向けた研究などを行っていく予定である．

5.9 まとめ

本章では，移動難度を主なコストとした物理的に最も小さい力で移動でき

る経路を提示できる経路探索システムの開発，および，そのために必要とな

る経路情報の効率的測定のための経路情報測定装置の開発について述べた．

経路情報測定装置は電動車いすをベースとし，経路情報測定装置での走行

時に位置情報と合わせて種々の路面の障害物の測定を行うシステムを開発し

た．位置情報については，測定者が測定後に出発した地点と方位を入力する

ことで，経路情報測定装置の旋回角度と移動距離から測定時の移動軌跡を計

算し，GPSの位置情報による補正を行うことで，バリア情報の位置特定にお

いては十分な精度での測位を行うことが可能となった．これによって，GPS

信号の届かない屋内においても位置情報を得ることができ，屋内のエレベー

タを利用した経路などについても経路情報測定装置での走行時に測定を行う

ことが可能となった．

手動車いす使用者向け経路探索に必要となる経路情報を，経路情報測定装

置によって測定し，これを経路探索用のネットワークに自動変換する手法を

提案，開発した．これによって，バリア情報の測定作業と同じく多くの労力

を必要としていたバリア情報の入力作業を自動化することが可能となった．

経路探索用ネットワークへの自動変換と自動入力によって，入力作業に要す

る人的コストの削減や，誤入力の危険性を大きく減らすことができるものと

考えられる．経路探索用ネットワークへの変換時には，基本的な最短経路ア

ルゴリズムであるダイクストラ法を用いている既知のシステムで利用可能な

形式にも変換可能なことを示した．

手動車いす使用者向けの経路探索では，最短距離となる経路ではなく，目

的地まで到達可能な経路を提示することが重要である．本研究では路面上の

障害を総合的に評価する指標である移動難度を考案し，これによって手動車
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いす移動時に最も小さい仕事量で到達可能な経路を提示する経路探索システ

ムの提案と開発，およびその検証を行った．これによって，従来の手動車い

す使用者向け経路探索では必須であった，路面の材質や細かな凹凸といった

機械計測が困難な障害要因を個々に測定することなく，物理的に最も小さい

力で移動可能な経路を提示できることを示した．ただし，移動難度を主なコ

ストとした経路探索によって提示された経路が，身体的，心理的にも楽に移

動できる経路であるかについて調べることについては今後の研究課題であ

り，普段より手動車いすを使用している人を対象とした実験によって明らか

にしていくことが必要である．
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第 6章

結論

手動車いす使用者向けの経路探索では，歩道上の僅かな勾配や段差などの

移動においての障害となる種々の情報を測定し収集する必要がある．従来，

歩道上の障害物の測定やデータベースへの入力作業は手作業であり，多くの

人的コストを必要としていた．また，人が手動車いすを移動させるために必

要となる力にもとづいた，最も小さい力で移動可能な経路を提示するシステ

ムはこれまでになかった．本論文では，この問題を解決するために，人が手

動車いすを移動させるために必要な力にもとづいた，最も小さな力で移動可

能な経路を提示するための，手動車いす使用者向けの経路探索システムの研

究，開発について述べた．

第 2 章では，縦断勾配路面と横断勾配路面において，手動車いすで移動す

る際の物理的負担度について，定量的に評価可能な指標を検討した．路面の

傾斜角度と重量によって手動車いすによる移動時の物理的負担度を推定可能

であることを示し，傾斜角度と重量による路面評価を行えることを示した．

第 3 章では，手動車いすの移動における物理的負担度を，車輪付き移動体

が実際に移動する際に必要とした力にもとづいて評価するための指標（移動

難度）を考案した．移動難度は，車輪付き移動体が移動時に必要とした力を，

特定材質の路面の縦断傾斜角度によって標準化することで，路面の凹凸，段

差，材質などの測定を必要とせずに歩道における移動の物理的負担度を評価

する指標であり，測定した移動難度によって，手動車いす移動において必要

となる仕事量を推定可能なことを示した．

第 4章では，手動車いす使用者の移動における体力を簡易に測定可能な体
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力測定装置の開発について述べた．手動車いす使用者の体力を簡易に測定す

るために，室内で簡易に手動車いす使用者が継続的に発揮できるハンドリム

接線方向の力を測定可能な装置を開発した．開発した簡易体力測定装置に

よって，手動車いす使用者が移動時に持続的に発揮できる力を測定できるこ

とを示した．

第 5章では，手動車いす使用者向けの経路探索に必要なデータを効率的に

収集するための方法と，収集したデータを用いた手動車いす使用者向け経路

探索システムの開発について述べた．経路探索に必要なデータを効率的に収

集するために，電動車いすに種々のセンサを取り付け，移動難度を含む歩道

上の障害物を測定する装置を開発した．また，測定したデータを経路探索に

利用可能な形式に自動変換する手法について述べた．経路探索に利用可能な

形式に自動変換したデータを利用し，移動難度を主なコストとした最も小さ

い仕事量で移動可能な経路を探索可能な経路探索システムを開発した．さら

に，本研究で提案する経路情報の測定および変換手法によって収集したデー

タは，ダイクストラ法による最短経路探索を採用している既存のシステムで

利用可能な形式にも変換できることを示した．また，人が手動車いすを動か

すために必要な力にもとづいた手動車いす使用者向けの経路探索システムの

開発を行い，その検証を行った．

以上に述べた本研究の成果により，人が手動車いすを移動させるために必

要な力にもとづいた，物理的に最も小さい力で移動可能な経路を提示可能な

システムを実現できることを示した．ただし，本研究において示した成果は

手動車いすによる移動における物理的負担度に着目したものとなっており，

下り坂や横断勾配の移動における手動車いす使用者の身体的負担度や心理的

負担度についての検討は今後の課題である．

本研究において提案した方法によって示される，物理的に小さい負担度で

移動可能となる経路が，身体的にも心理的にも楽に移動できる経路であるか

についての検証などに研究の余地を残すが，手動車いす使用者にとって最適

な経路を提示する上で，本研究の示した成果は一つの指針となるものであ

り，手動車いす使用者の外出支援の一助となるものと考えられる．
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